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地域住宅計画（第２期計画）



地域住宅計画

平成 23 年度 ～ 28 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

草津市

草津市地域住宅計画

 計画期間

 計画の名称

 都道府県名 滋賀県  作成主体名

○住宅・住環境における災害対策・事故防止に努める必要性がある。
○高齢者向けの住宅確保や高齢者など誰もが安心して暮らせる生活環境づくりが必要である。
○市営住宅等によりセーフティネットの適正確保が必要である。
○高齢者や子育て世帯などがニーズに応じた良質な住宅を取得するための支援が必要である。
○省エネや廃棄物の削減などによる住宅政策における環境問題への対応が必要である。
○移動の円滑化や良好な街並み形成などによる誰もが快適に暮らせる住環境づくりが必要である。
○草津市らしい良質で長期にわたり活用される住宅供給の促進が必要である。
○住宅ストックを有効活用するための適切な維持管理やリフォームの普及、住み替え促進等が必要である。

　草津市は、滋賀県の南東部に位置し、人口約１３万人、世帯数約６万世帯で湖南の中核都市として発展し、古来より東海道と中山道
の分岐点に位置し、現在でも交通の要衝として機能しており、国道１号線、京滋バイパス、名神高速道路、新名神高速道路、ＪＲ琵琶
湖線、東海道新幹線等の広域幹線が多く通過している。
　近年は、人口の増加に伴い、住宅数も平成１０年に比べて平成２２年では約３５％も増加してきている。
　本市の公営住宅法に基づく公営住宅は、平成２６年３月末時点で５８５戸のストックが確保され、改良住宅法に基づく改良住宅も２
５０戸となっている。特に、昭和５０年以前に建築された市営住宅が４９６戸と市営住宅全体の約６０％を占め、市営住宅の老朽化が
すすんでいる。



単　位 基準年度 目標年度

草津市市営住宅長寿命化計画に基づく整
備率

％
草津市市営住宅長寿命化計画に基づいて
行った修繕の進捗率

0% 22 50% 27

長寿命化が図られた公営住宅 棟 長寿命化型改善を行った公営住宅の棟数 0 23 6 27

公営住宅の供給 戸 公営住宅の建設により整備する住宅戸数 0 24 36 28

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等

『草津市市営住宅長寿命化計画に基づく事業を実施することにより、計画的に公営住宅等の修繕や整備を行い、快適な住環境を確保す
る。』

指　　標 従前値 目標値



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

(1) 基幹事業の概要

(2)提案事業の概要

(3)その他（関連事業など）

・既存市営住宅の中長期的な建て替えや改善コストの縮減から、点検予防、保全的な修繕、耐久性の向上を図る改善事業を計画的に進
めるため公営住宅等長寿命化計画の策定の見直しを行う。
　（管理戸数　公営住宅５８５戸　改良住宅２５０戸）

・市営住宅の建替え工事を実施する。
　（陽ノ丘団地）

・既存市営住宅の外断熱改修工事（屋上断熱防水工事および外壁断熱工事）を行うことにより、建物の断熱性能の向上を図る。
　（公営住宅６棟分）

・公的賃貸住宅家賃低廉化事業を実施する。
　（平成１９年１２月より管理開始した笠縫団地、平成２０年４月より管理開始した橋岡団地、平成２４年４月より管理開始の芦浦団
地）

草津市住宅マスタープランの策定（平成２３年度）



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

（金額の単位は百万円）

基幹事業

交付期間内
事業費

３６戸 764

管理戸数　８３５戸 5

６棟分 60

管理戸数　１６１戸 36

　

865

提案事業

交付期間内
事業費

0

（参考）関連事業 　　※交付期間内事業費は概算事業費

草津市 草津市域全体

合計

規模等事業 事業主体

草津市

草津市

事業

草津市住宅マスタープランの策定（平成２３年度）

規模等

規模等
細項目

事業主体事業（例）

事業主体

合計

草津市公営住宅等整備事業（陽ノ丘団地建替え）

公営住宅等ストック総合改善事業（屋上断熱防水工事、外壁断熱工事） 草津市

公営住宅等ストック総合改善事業（長寿命化計画の策定）

公的賃貸住宅家賃低廉化事業(笠縫、橋岡、芦浦） 



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

　市内の特定優良賃貸住宅については、社会・経済情勢を原因とするもののほか、立地や需給バランス等の原因から有効に活
用していく必要があるため、次の措置をとることができることとする。
　認定事業者により申請された団地に、３月以上入居がない場合、次に掲げる特例の承認により、入居者を確保することがで
きるようにする。
　①市長が別に定める配慮入居者等への入居を認めること。
　②①の実施にあたっては、５年を上回らない期間の定期借家権付き賃貸借契約によるものとすること。

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の
特例の対象となります。（ただし、一定の要件を満たすことが必要です。）


